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新旧対照表 

○沖縄県浄化槽取扱要綱 

改 正  現 行 

沖縄県浄化槽取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、浄化槽法（昭和 58年法律第 43号。以下「法」とい

う。）、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）及び沖縄県浄化槽保守

点検業者の登録に関する条例（昭和 62年沖縄県条例第 14号。以下「条

例」という。）に定めるほか、浄化槽の設置及び関係者の責務等に関し

必要な事項を定めることにより、公共用水域等の水質の保全等の観点か

ら浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を図り、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、用語の意義は、法、建築基準法及び条例に定める 

ところによる。 

 

（設置等の届出） 

第３条 浄化槽を設置し、又は変更しようとする場合の届出等は、それぞれ次

によるものとする。 

⑴  法に基づく場合 

ア 法第５条第１項の規定に基づく浄化槽の設置届出及び変更の届出  

は、浄化槽工事の技術上の基準及び浄化槽の設置等の届出に関する省

令（昭和 60年９月 27日厚生省・建設省令第１号）で定める様式によ

るものとする。 

沖縄県浄化槽取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、浄化槽法（昭和 58年法律第 43号。以下「法」とい

う。）、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）及び沖縄県浄化槽保守

点検業者の登録に関する条例（昭和 62年沖縄県条例第 14号。以下「条

例」という。）に定めるほか、浄化槽の設置及び関係者の責務等に関し

必要な事項を定めることにより、公共用水域等の水質の保全等の観点か

ら浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を図り、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、用語の意義は、法、建築基準法及び条例に定める

ところによる。 

 

（設置等の届出） 

第３条 浄化槽を設置し、又は変更しようとする場合の届出等は、それぞれ次

によるものとする。 

１ 法に基づく場合 

⑴ 法第５条第１項の規定に基づく浄化槽の設置届出及び変更の届出  

は、浄化槽工事の技術上の基準及び浄化槽の設置等の届出に関する省

令（昭和 60年９月 27日厚生省・建設省令第１号）で定める様式によ

るものとする。 
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イ 浄化槽設置（変更）届出書は、浄化槽の設置場所を管轄する保健所

長に３部提出するものとする。この場合において、保健所長は受理

後、浄化槽設置（変更）届出書に受理印を押印し、その１部を設置 

者に返却するとともに、１部を当該設置場所を管轄する特定行政庁

（建築主事を置く市町村にあっては、当該市町村長。以下同じ。） 

に遅滞なく送付するものとする。 

⑵  建築基準法に基づく場合 

ア 建築基準法第６条第１項（同法第 87条第１項において準用する場

合を含む。）の規定による確認の申請、同法第６条の２第１項（第

87条第１項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申

請又は、同法第 18条第２項（同法第 87条第１項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく計画通知をする場合は、建築確認申

請書又は計画通知書に浄化槽設置（変更）計画書（様式第１号）を

３部添付するものとする。この場合において、建築主事又は指定確

認検査機関は、建築基準法第 93条第５項の規定に基づく保健所長へ

の通知（様式第２号）にその１部を添付するものとする。 

イ 保健所長は、前号の規定により建築主事又は指定確認検査機関から

通知のあった浄化槽設置（変更）計画について、保守点検及び清掃

その他生活環境の保全及び公衆衛生上の観点から改善の必要がある

と認める場合は、建築主事又は指定確認検査機関に遅滞なく意見書

を送付するものとする。 

ウ 建築基準法に基づき、建築確認を受けた後、建築工事完了までの期

間中に浄化槽を設置又は変更しようとする者は、浄化槽設置（変

更）計画書３部を建築主事又は指定確認検査機関に提出するものと

する。この場合の事務取扱いは、前各号の規定を準用する。 

⑶ 添付書類 

浄化槽設置（変更）届出書及び浄化槽設置（変更）計画書には、次の

⑵ 浄化槽設置（変更）届出書は、浄化槽の設置場所を管轄する保健所

長に３部提出するものとする。この場合において、保健所長は受理

後、浄化槽設置（変更）届出書に受理印を押印し、その１部を設置

者に返却するとともに、１部を当該設置場所を管轄する特定行政庁

（建築主事を置く市町村にあっては、当該市町村長。以下同じ。）

に遅滞なく送付するものとする。 

２ 建築基準法に基づく場合 

⑴  建築基準法第６条第１項（同法第 87条第１項において準用する場

合を含む。）の規定による確認の申請、同法第６条の２第１項（第 

87条第１項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申

請又は、同法第 18条第２項（同法第 87条第１項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく計画通知をする場合は、建築確認申

請書又は計画通知書に浄化槽設置（変更）計画書（様式第１号）を

３部添付するものとする。この場合において、建築主事又は指定確

認検査機関は、建築基準法第 93条第５項の規定に基づく保健所長へ

の通知（様式第２号）にその１部を添付するものとする。 

⑵ 保健所長は、前号の規定により建築主事又は指定確認検査機関から

通知のあった浄化槽設置（変更）計画について、保守点検及び清掃

その他生活環境の保全及び公衆衛生上の観点から改善の必要がある

と認める場合は、建築主事又は指定確認検査機関に遅滞なく意見書

を送付するものとする。 

⑶ 建築基準法に基づき、建築確認を受けた後、建築工事完了までの期

間中に浄化槽を設置又は変更しようとする者は、浄化槽設置（変

更）計画書３部を建築主事又は指定確認検査機関に提出するものと

する。この場合の事務取扱いは、前各号の規定を準用する。 

３ 添付書類 

浄化槽設置（変更）届出書及び浄化槽設置（変更）計画書には、次の
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書類及び図面を添付するものとする。なお、浄化槽の構造図及び仕様書

並びに処理工程に変更がある場合には変更後の処理工程図を添付するも

のとし、その他の変更の場合は、変更部分に係る書類及び図面のみの添

付でよいものとする。 

ア 配置図 

イ 建築物各階平面図 

ウ 屋内外給排水配管図 

エ 浄化槽設計計算書 

オ 浄化槽構造図 

カ 浄化槽仕様書 

キ 浄化槽処理工程図 

ク 処理対象人員算定書（必要に応じて） 

ケ 浄化槽法第７条検査依頼書（指定検査機関に検査手数料を支払済

であることを証したもの） 

コ 県が指定する講習会の受講済証又は、受講猶予届出書、受講免除

届出書 

サ 浄化槽等の維持管理に関する誓約書（様式第８号） 

シ その他必要と認められる書類 

ただし、法第 13条第１項又は第２項の規定に基づき型式の認定を

受けた浄化槽にあっては、認定書（浄化槽法第 16条による更新を受

けたものはその認定の写し）、建築基準法第 68条の 10第１項の規

定に基づく型式適合認定書及び別添仕様書及び図面の写しを添付す

ることにより、エからキまでの書類等を省くことができる。 

また、コの添付が困難な場合は保健所長と協議するものとする。 

 

 

 

書類及び図面を添付するものとする。なお、浄化槽の構造図及び仕様書

並びに処理工程に変更がある場合には変更後の処理工程図を添付するも

のとし、その他の変更の場合は、変更部分に係る書類及び図面のみの添

付でよいものとする。 

⑴ 配置図 

⑵ 建築物各階平面図 

⑶ 屋内外排水配管図 

⑷ 浄化槽設計計算書 

⑸ 浄化槽構造図 

⑹ 浄化槽仕様書 

⑺ 浄化槽処理工程図 

⑻ 処理対象人員算定書（必要に応じて） 

⑼ 法定検査依頼書 

 

⑽ 県が指定する講習会の受講済証又は、受講猶予届出書、受講免除

届出書 

 

⑾ その他必要と認められる書類 

ただし、法第 13条第１項又は第２項の規定に基づき型式の認定を

受けた浄化槽にあっては、認定書（浄化槽法第 16条による更新を受

けたものはその認定の写し）、建築基準法第 68条の 10第１項の規

定に基づく型式適合認定書及び別添仕様書及び図面の写しを添付す

ることにより、(4)から(7)までの書類等を省くことができる。 

また、(10)の添付が困難な場合は保健所長と協議するものとす

る。 
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（浄化槽設置届出等の取り下げ） 

第４条 浄化槽設置届出書を提出後に浄化槽の設置を中止した者は、速やかに

浄化槽設置届出取り下げ書（様式第３号）を保健所長に３部提出するも

のとする。この場合において、保健所長は、受理後、１部を届出者に返

却し、１部を当該設置場所を管轄する特定行政庁（建築主事を置く市町

村にあっては、当該市町村長。以下同じ。）に遅滞なく送付（様式第４

号）するものとする。 

２ 建築主事又は指定確認検査機関は、浄化槽設置計画書を保健所に送付

後、その設置計画に変更があり、当該浄化槽の設置が中止された場合は

その旨を保健所長に通知（様式第５号）するものとする。 

３ 保健所長は、浄化槽設置届出取り下げ書を受理した場合及び前項の通

知があった場合、浄化槽設置台帳から当該届出を削除するものとする。 

 

（設置基準） 

第５条 浄化槽を設置しようとする者は、次の基準を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽の処理対象人員算定については、「建築物の用途別による屎尿

浄化槽の処理対象人員算定基準（JIS A 3302-2000）」に準拠するこ

と。 

⑵  浄化槽は、原則として屋外に設置すること。 

⑶ 浄化槽は、生活環境の保全及び維持管理上支障のない場所に設置する

こと。 

 

 （建物の用途変更等） 

第５条の２ 建築物の増築及び用途変更等により、既設の浄化槽の処理能力を

超過する恐れがある場合は、新たな処理対象人員に応じた浄化槽の設置又は

改造を行うよう努めなければならない。 

 

（浄化槽設置届出等の取り下げ） 

第４条 浄化槽設置届出書を提出後に浄化槽の設置を中止した者は、速やかに

浄化槽設置届出取り下げ書（様式第３号）を保健所長に３部提出するも

のとする。この場合において、保健所長は、受理後、１部を届出者に返

却し、１部を当該設置場所を管轄する特定行政庁（建築主事を置く市町

村にあっては、当該市町村長。以下同じ。）に遅滞なく送付（様式第４

号）するものとする。 

２ 建築主事又は指定確認検査機関は、浄化槽設置計画書を保健所に送付

後、その設置計画に変更があり、当該浄化槽の設置が中止された場合は

その旨を保健所長に通知（様式第５号）するものとする。 

３ 保健所長は、浄化槽設置届出取り下げ書を受理した場合及び前項の通

知があった場合、浄化槽設置台帳から当該届出を削除するものとする。 

 

（設置基準） 

第５条 浄化槽を設置しようとする者は、次の基準を遵守するものとする。 

１ 浄化槽の処理対象人員算定については、「建築物の用途別による屎尿

浄化槽の処理対象人員算定基準（JIS A 3302-2000）」に準拠するこ

と。 

２ 浄化槽は、原則として屋外に設置すること。 

３ 浄化槽は、生活環境の保全及び維持管理上支障のない場所に設置する

こと。 
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（放流先） 

第５条の３ 浄化槽から放流する処理された水（以下、「放流水」という。）の放

流先は、放流水が停滞することなく流れる構造とし、生活環境の保全及び公

衆衛生上支障のない場所とする。ただし、適当な放流先がない場合で、別紙

〈公共用水域以外への放流方法〉の「蒸発散方式」を行うときは、この限りで

はない。 

２ 放流水の地下浸透放流は、地下水の汚染につながり、生活環境の保全及

び公衆衛生上の支障を生じるおそれがあることから、原則として禁止とす

る。ただし、地下浸透放流以外の放流方法が全くない場合で、別紙〈公共用

水域以外への放流方法〉の「地下浸透放流」を行うときは、この限りではな

い。 

３ 前２項のただし書きにより放流水を放流する場合は、第３条第１項第３

号に規定する添付書類に、次に掲げる書類も追加すること。 

⑴ 浄化槽放流水地下浸透等確認票（様式第６号） 

⑵ 蒸発散施設又は地下浸透装置の設置位置図 

⑶ 蒸発散施設又は地下浸透装置の規模、構造及び浸透能力を示した資料 

⑷ 放流地点における土壌浸透能力を示す資料（地下浸透放流の場合のみ） 

⑸ 飲用井戸等確認報告書及び必要に応じ講じる措置を示した資料（様式

第７号） 

⑹ 浄化槽法第 11 条検査依頼書 

 

（維持管理の監視・指導） 

第５条の４ 保健所長は、放流水の地下浸透放流を行う浄化槽について、適切

な維持管理が行われていることの把握及び指導に努めるものとする。 

 

 

 

 

４ 浄化槽からの放流水の放流先は、放流水が停滞することなく流れる構

造とし、生活環境の保全及び公衆衛生上支障のない場所とする。ただ

し、適当な放流先がない場合で、放流水を別に定める〈放流先のない場

合の放流水の処理方法〉の「蒸発散方式」により処理し、かつ当該処理

方法が生活環境の保全及び公衆衛生上支障のないときは、この限りでは

ない。 

また、浄化槽放流水の地下浸透処理は、地下水の汚染につながり、生

活環境の保全及び公衆衛生上支障を生じる恐れがあることから、原則と

して禁止とする。ただし、地下浸透処理以外の放流方法が全くない場合

（道路占用の不許可を理由とする場合を除く）で、放流水を〈放流先の

ない場合の放流水の処理方法〉の「地下浸透方式」により処理し、かつ

当該処理方法が生活環境の保全及び公衆衛生上支障のないときは、この

限りではない。その場合は、第３条に規定する設置等の届出にあたっ

て、保健所長と協議しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

５ 建築物の増築及び用途変更等により、既設の浄化槽の処理能力を超過す

る恐れがある場合は、新たな処理対象人員に応じた浄化槽の設置または改

造を行うこと。 
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（浄化槽の構造） 

第６条 浄化槽の構造は、次の各号に適合するようにしなければならない。 

⑴ 浄化槽の構造は、「屎尿浄化槽及び合併処理浄化槽の構造方法を定め

る件（昭和 55年建設省告示第 1292号）」によるほか、「浄化槽の構造

基準・同解説」（（財）日本建築センター発行）に準拠すること。 

⑵ 工場生産浄化槽の基礎は、厚さ 10 ㎝以上の砂利敷きの上に厚さ 10 ㎝

以上のコンクリートを打設したもの又はこれと同等以上の効力があるこ

と。 

⑶ 工場生産浄化槽の上部は、外部の荷重に十分耐えられる構造で、原則

として厚さ 10 ㎝以上のコンクリート造スラブで保護されたものである

こと。 

⑷ 屋外に設置する浄化槽の上面スラブ上端は、原則として地盤面から３

㎝以上高くし、雨水等の流入防止策を講ぜられたものであること。 

⑸ 浄化槽の上部に上屋を設ける場合は、維持管理上支障のない空間を確

保し、衛生上支障のない換気設備及び照明設備を設けること。 

⑹ 浄化槽の近くには、その維持管理に必要な給水設備を設けること。 

⑺ 浄化槽の設置場所は、区画、柵、堀等を設け、危険防止の措置を講じ 

ること。ただし、マンホールのふたが容易に開放することができない

構造であり、かつ危険を生じるおそれがない場合は、この限りではな

い。 

 

(建築物の用途による制限） 

第７条 建築物が飲食店、寮及び学校その他の集団給食施設等の油脂排出量が

極めて多い用途に供される場合は、厨房排水の出口に油脂分離装置を設

置すること。 

２ 粗大夾雑物が流出するおそれのある建築物の排出口には、荒目スクリ

ーンと、スクリーンかす溜め槽を設けること。 

（浄化槽の構造） 

第６条 浄化槽の構造は、次の各号に適合するようにしなければならない。 

１ 浄化槽の構造は、「屎尿浄化槽及び合併処理浄化槽の構造方法を定め

る件（昭和 55年建設省告示第 1292号）」によるほか、「浄化槽の構造

基準・同解説」（（財）日本建築センター発行）に準拠すること。 

２ 工場生産浄化槽の基礎は、厚さ 10㎝以上の砂利敷きの上に厚さ 10㎝

以上のコンクリートを打設したもの又はこれと同等以上の効力があるこ

と。 

３ 工場生産浄化槽の上部は、外部の荷重に十分耐えられる構造で、原則

として厚さ 10㎝以上のコンクリート造スラブで保護されたものである

こと。 

４ 屋外に設置する浄化槽の上面スラブ上端は、原則として地盤面から３

㎝以上高くし、雨水等の流入防止策を講ぜられたものであること。 

５ 浄化槽の上部に上屋を設ける場合は、維持管理上支障のない空間を確

保し、衛生上支障のない換気設備及び照明設備を設けること。 

６ 浄化槽の近くには、その維持管理に必要な給水設備を設けること。 

７ 浄化槽の設置場所は、区画、柵、堀等を設け、危険防止の措置を講じ

ること。ただし、マンホールのふたが容易に開放することができない

構造であり、かつ危険を生じるおそれがない場合は、この限りではな

い。 

 

（建築物の用途による制限） 

第７条 建築物が飲食店、寮及び学校その他の集団給食施設等の油脂排出量が

極めて多い用途に供される場合は、厨房排水の出口に油脂分離装置を設

置すること。 

２ 粗大夾雑物が流出するおそれのある建築物の排出口には、荒目スクリ

ーンと、スクリーンかす溜め槽を設けること。 
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（変更命令等） 

第８条 浄化槽設置（変更）計画等の変更命令等の手続は、次によるものとす

る。 

⑴ 保健所長は、法第５条第１項の浄化槽設置（変更）届出書を受理した

場合、法第５条第２項の規定に基づき、その保守点検及び清掃その他生

活環境の保全及び公衆衛生上の観点から改善の必要があると認めるとき

は、当該浄化槽設置者に対し浄化槽改善勧告（様式第９号）を行い、特

定行政庁にその旨通知するものとする。 

⑵ 特定行政庁は、法第５条第１項の浄化槽設置（変更）届出書を受理し

た場合、その構造について審査を行い、当該届出に係る浄化槽の設置又

は変更の計画が浄化槽の構造に関する建築基準法並びにこれに基づく命

令及び条例の規定に適合しないと認めるときは、当該浄化槽設置者に対

し浄化槽変更（廃止）命令（様式第 10号）を行い、保健所長にその旨

通知するものとする。 

 

（使用開始の報告） 

第９条 法第 10条の２第１項の規定に基づく浄化槽使用開始の報告は、浄化

槽使用開始報告書（様式第 11号）によるものとし、保健所長に１部提

出するものとする。 

 

２ 添付書類 

浄化槽使用開始報告書には、次の書類を添付するものとする。 

(1) 技術管理者の資格を証する書面（技術管理者を置かなければなら

ない場合のみ） 

(2) 県が指定する講習会の受講済証（第３条の届出等の際に県の指定す

る講習会の受講を猶予された者に限る） 

 

（変更命令等） 

第８条 浄化槽設置（変更）計画等の変更命令等の手続は、次によるものとす

る。 

１ 保健所長は、法第５条第１項の浄化槽設置（変更）届出書を受理した

場合、法第５条第２項の規定に基づき、その保守点検及び清掃その他生

活環境の保全及び公衆衛生上の観点から改善の必要があると認めるとき

は、当該浄化槽設置者に対し浄化槽改善勧告（様式第６号）を行い、特

定行政庁にその旨通知するものとする。 

２ 特定行政庁は、法第５条第１項の浄化槽設置（変更）届出書を受理し

た場合、その構造について審査を行い、当該届出に係る浄化槽の設置又

は変更の計画が浄化槽の構造に関する建築基準法並びにこれに基づく命

令及び条例の規定に適合しないと認めるときは、当該浄化槽設置者に対

し浄化槽変更（廃止）命令（様式第７号）を行い、保健所長にその旨 

通知するものとする。 

 

（使用開始の報告） 

第９条 法第 10条の２第１項の規定に基づく浄化槽使用開始の報告は、浄化

槽使用開始報告書（様式第８号）によるものとし、保健所長に１部提 

出するものとする。 

 

２ 添付書類 

浄化槽使用開始報告書には、次の書類を添付するものとする。 

(1) 技術管理者の資格を証する書面（技術管理者を置かなければなら

ない場合のみ） 

(2) 県が指定する講習会の受講済証（第３条の届出等の際に県の指定す

る講習会の受講を猶予された者に限る） 
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（指定検査機関への通知） 

第 10条 保健所長は、法定検査依頼書を受理後、法第 57条第１項の規定によ

り指定した機関（以下「指定検査機関」という。）に、３月以内に通

知するものとする。 

２ 保健所長は、浄化槽設置変更届出書、浄化槽変更計画書、浄化槽設

置届出取り下げ書、浄化槽管理者変更報告書、浄化槽廃止届出書及び

浄化槽休止届出書を受理後、指定検査機関に、３月以内に送付するも

のとする。 

 

（立入検査等） 

第 11条 保健所長は、その職員に法に基づく立入検査を行わせた場合、必要

に応じて改善事項を指示させ、さらに勧告を行う場合は様式第 12

号、施設の改善を命ずる場合は様式第 13号を用いるものとする。 

 

（保守点検の記録） 

第 12条 環境省関係浄化槽法施行規則（昭和 59年厚生省令第 17号。以下

「規則」という。）第５条第２項の規定に基づく保守点検の記録は、

浄化槽保守点検票（様式第 14号、15号）を基準とする。 

 

（清掃の記録） 

第 13条 規則第５条第２項の規定に基づく清掃の記録は、浄化槽清掃記録票

（様式第 16号）を基準とする。 

 

（技術管理者の変更報告） 

第 14 条 法第 10 条の２第２項の規定に基づく技術管理者の変更の報告は、浄

化槽技術管理者変更報告書（様式第 17号）によるものとし、保健所 

長に１部提出するものとする。 

（指定検査機関への通知） 

第 10条 保健所長は、法定検査依頼書を受理後、法第 57条第１項の規定によ

り指定した機関（以下「指定検査機関」という。）に、３月以内に通

知するものとする。 

２ 保健所長は、浄化槽設置変更届出書、浄化槽変更計画書、浄化槽設

置届出取り下げ書、浄化槽管理者変更報告書、浄化槽廃止届出書及び

浄化槽休止届出書を受理後、指定検査機関に、３月以内に送付するも

のとする。 

 

（立入検査等） 

第 11条 保健所長は、その職員に法に基づく立入検査を行わせた場合、必要

に応じて改善事項を指示させ、さらに勧告を行う場合は様式第９号、

施設の改善を命ずる場合は様式第 10号を用いるものとする 

 

（保守点検の記録） 

第 12条 環境省関係浄化槽法施行規則（昭和 59年厚生省令第 17号。以下

「規則」という。）第５条第２項の規定に基づく保守点検の記録は、

浄化槽保守点検票（様式第 11号、12号）を基準とする。 

 

（清掃の記録） 

第 13条 規則第５条第２項の規定に基づく清掃の記録は、浄化槽清掃記録票

（様式第 13号）を基準とする。 

 

（技術管理者の変更報告） 

第 14条 法第 10条の２第２項の規定に基づく技術管理者の変更の報告は、浄

化槽技術管理者変更報告書（様式第 14号）によるものとし、保健所

長に１部提出するものとする。 
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２ 添付書類 

浄化槽技術管理者変更報告書には、技術管理者の資格を証する書面

の写しを添付するものとする。 

 

（浄化槽管理者の変更報告） 

第 15 条 法第 10 条の２第３項の規定に基づく浄化槽管理者の変更の報告は、

浄化槽管理者変更報告書（様式第 18号）によるものとし、保健所長 

に１部提出するものとする。 

 

（浄化槽廃止等の届出） 

第 16条 法第 11条の２第１項の規定に基づく浄化槽の使用の休止の届出及び

同条第２項の規定に基づく浄化槽の使用を再開したとき又は使用が再

開されていることを知ったときの届出は、保健所長に１部提出するも

のとする。 

２ 法第 11条の３の規定に基づく浄化槽の使用の廃止の届出は、保健所

長に１部提出するものとする。 

 

（浄化槽台帳の作成等） 

第 17条 保健所長は、次に掲げる事項を記載した浄化槽設置台帳を作成し、

整理、保存の上、毎年 4月末までに前年度分の当該台帳の写しを所轄

市町村長あて送付するものとする。 

また、各種届出等を受理した場合には、当該台帳に必要な事項を記

載するものとする。 

⑴ 設置者の氏名及び住所 

⑵ 設置場所 

⑶ 設置届出年月日 

⑷ 浄化槽を設置した建築物の用途 

２ 添付書類 

浄化槽技術管理者変更報告書には、技術管理者の資格を証する書面

の写しを添付するものとする。 

 

（浄化槽管理者の変更報告） 

第 15条 法第 10条の２第３項の規定に基づく浄化槽管理者の変更の報告は、

浄化槽管理者変更報告書（様式第 15号）によるものとし、保健所長

に１部提出するものとする。 

 

（浄化槽廃止等の届出） 

第 16条 法第 11条の２第１項の規定に基づく浄化槽の使用の休止の届出及び

同条第２項の規定に基づく浄化槽の使用を再開したとき又は使用が再

開されていることを知ったときの届出は、保健所長に１部提出するも

のとする。 

２ 法第 11条の３の規定に基づく浄化槽の使用の廃止の届出は、保健所

長に１部提出するものとする。 

 

（浄化槽台帳の作成等） 

第 17条 保健所長は、次に掲げる事項を記載した浄化槽設置台帳を作成し、

整理、保存の上、毎年 4月末までに前年度分の当該台帳の写しを所轄

市町村長あて送付するものとする。 

また、各種届出等を受理した場合には、当該台帳に必要な事項を記

載するものとする。 

⑴ 設置者の氏名及び住所 

⑵ 設置場所 

⑶ 設置届出年月日 

⑷ 浄化槽を設置した建築物の用途 
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⑸ 浄化槽の種類 

⑹ 規模人員 

⑺ 処理方式 

⑻ 放流先 

⑼ 使用開始の年月日 

⑽ 浄化槽管理者の氏名 

⑾ 技術管理者の氏名 

⑿ 保守点検業者の名称及び主たる事務所の所在地 

⒀ 浄化槽工事業者の名称及び主たる事務所の所在地 

⒁ 休止年月日 

⒂ 休止期間 

２ 保健所長は、第 16条第２項の規定による届出があった場合（同規定に

よる届出が無く浄化槽を廃止した事実が判明した場合を含む。）は、

浄化槽台帳につき、当該浄化槽の廃止の登録を行うものとする。 

 

（関係者の責務） 

第 18条 浄化槽製造業者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 製造及び販売のルートを常に把握しておくこと。 

⑵ 浄化槽設置者に浄化槽の使用方法及び維持管理の必要性について説

明書等作成し、浄化槽を販売する際添付すること。 

⑶ 浄化槽工事業者及び浄化槽保守点検業者に、必要に応じてその工事

方法又は保守点検方法について技術研修を行うこと。 

２ 浄化槽工事業者及び特例浄化槽工事業者は、次の事項を遵守するもの

とする。 

⑴ 浄化槽工事を請け負った場合、当該浄化槽に係る設置手続等につい

て浄化槽設置者に説明するとともに、その手続の委託を受けたときに

は、速やかに手続を行うこと。 

⑸ 浄化槽の種類 

⑹ 規模人員 

⑺ 処理方式 

⑻ 放流先 

⑼ 使用開始の年月日 

⑽ 浄化槽管理者の氏名 

⑾ 技術管理者の氏名 

⑿ 保守点検業者の名称及び主たる事務所の所在地 

⒀ 浄化槽工事業者の名称及び主たる事務所の所在地 

⒁ 休止年月日 

⒂ 休止期間 

２ 保健所長は、第 16条第２項の規定による届出があった場合（同規定に

よる届出が無く浄化槽を廃止した事実が判明した場合を含む。）は、

浄化槽台帳につき、当該浄化槽の廃止の登録を行うものとする。 

 

（関係者の責務） 

第 18条 浄化槽製造業者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 製造及び販売のルートを常に把握しておくこと。 

⑵ 浄化槽設置者に浄化槽の使用方法及び維持管理の必要性について説

明書等作成し、浄化槽を販売する際添付すること。 

⑶ 浄化槽工事業者及び浄化槽保守点検業者に、必要に応じてその工事

方法又は保守点検方法について技術研修を行うこと。 

２ 浄化槽工事業者及び特例浄化槽工事業者は、次の事項を遵守するもの

とする。 

⑴ 浄化槽工事を請け負った場合、当該浄化槽に係る設置手続等につい

て浄化槽設置者に説明するとともに、その手続の委託を受けたときに

は、速やかに手続を行うこと。 
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⑵ 浄化槽設置者に、浄化槽の使用方法、維持管理の必要性及び放流先

について説明すること。 

⑶ 法第 7条の規定による設置後等の水質検査について説明するととも

に、その手続の委託を受けたときは、速やかに手続を行うこと。 

⑷ 規則第５条第１項の規定に基づく最初の保守点検を行うときまで

に、その保守点検を行う者に、当該浄化槽の維持管理上必要な書類を

送付すること。 

３ 浄化槽保守点検業者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽管理者等に、規則第１条の規定に基づく準則について説明す

ること。 

⑵ 法第７条の規定による設置後等の水質検査及び法第 11条の規定に

基づく定期検査について説明するとともに、その手続の委託を受けた

ときは、速やかに手続を行うこと。 

⑶ 規則第５条第１項の規定に基づく最初の保守点検を行った場合、浄

化槽管理者に浄化槽使用開始報告書の提出について説明するととも

に、その手続の委託を受けたときは、速やかに手続を行うこと。 

⑷ 保守点検の委託にあたっては、保健所と連携を密にし、設置届出等

のない浄化槽の発見に協力すること。 

⑸ 浄化槽清掃業者と連携をとること。 

４ 浄化槽清掃業者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽管理者又は浄化槽保守点検業者から浄化槽の清掃について通

知があったときは、速やかに清掃を実施すること。 

⑵ 清掃の委託にあたっては、保健所と連携を密にし、設置届出のない

浄化槽の発見に協力すること。 

⑶ 浄化槽の保守点検業者と連携を密にすること。 

５ 浄化槽設置者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽関係法令等に定める事項を認識し、必要な手続を遅滞なく行

⑵  浄化槽設置者に、浄化槽の使用方法及び維持管理の必要性についに

   説明すること。 

⑶ 法第 7条の規定による設置後等の水質検査について説明するととも

に、その手続の委託を受けたときは、速やかに手続を行うこと。 

⑷ 規則第５条第１項の規定に基づく最初の保守点検を行うときまで

に、その保守点検を行う者に、当該浄化槽の維持管理上必要な書類を

送付すること。 

３ 浄化槽保守点検業者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽管理者等に、規則第１条の規定に基づく準則について説明す

ること。 

⑵ 法第７条の規定による設置後等の水質検査及び法第 11条の規定に

基づく定期検査について説明するとともに、その手続の委託を受けた

ときは、速やかに手続を行うこと。 

⑶ 規則第５条第１項の規定に基づく最初の保守点検を行った場合、浄

化槽管理者に浄化槽使用開始報告書の提出について説明するととも

に、その手続の委託を受けたときは、速やかに手続を行うこと。 

⑷ 保守点検の委託にあたっては、保健所と連携を密にし、設置届出等

のない浄化槽の発見に協力すること。 

⑸ 浄化槽清掃業者と連携をとること。 

４ 浄化槽清掃業者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽管理者又は浄化槽保守点検業者から浄化槽の清掃について通

知があったときは、速やかに清掃を実施すること。 

⑵ 清掃の委託にあたっては、保健所と連携を密にし、設置届出のない

浄化槽の発見に協力すること。 

⑶ 浄化槽の保守点検業者と連携を密にすること。 

５ 浄化槽設置者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽関係法令等に定める事項を認識し、必要な手続を遅滞なく行



12 

 

うこと。 

⑵ 浄化槽管理者を明確にし、維持管理体制を確立すること。 

６ 浄化槽管理者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽の保守点検又は清掃は、原則として浄化槽保守点検業者又は

浄化槽清掃業者に委託すること。 

⑵ 浄化槽の使用者に、規則第１条の規定に基づく準則について説明す

ること。 

⑶ 法第７条の規定に基づく設置後の水質検査及び法第 11条の規定に

基づく定期検査を受検し、改善等が必要と認められたときには、速や

かに所要の措置を講じること。 

⑷ 放流水が地表面に湧き出る状況が認められた場合は速やかに必要な

措置を行うこと。 

 

 

 

様式 

第１号様式（浄化槽設置（変更）計画書） 

 

第２号様式（浄化槽の設置（変更）について（通知）） 

 

第３号様式（浄化槽設置届出取り下げ書） 

 

第４号様式（浄化槽設置届出書の取り下げについて（通知）） 

 

第５号様式（浄化槽設置の中止について（通知）） 

 

 

うこと。 

⑵ 浄化槽管理者を明確にし、維持管理体制を確立すること。 

６ 浄化槽管理者は、次の事項を遵守するものとする。 

⑴ 浄化槽の保守点検又は清掃は、原則として浄化槽保守点検業者又は

浄化槽清掃業者に委託すること。 

⑵ 浄化槽の使用者に、規則第１条の規定に基づく準則について説明す

ること。 

⑶ 法第７条の規定に基づく設置後の水質検査及び法第 11条の規定に

基づく定期検査を受検し、改善等が必要と認められたときには、速や

かに所要の措置を講じること。 

 

 

 

 

 

様式 

第１号様式（浄化槽設置（変更）計画書） 

 

第２号様式（浄化槽の設置（変更）について（通知）） 

 

第３号様式（浄化槽設置届出取り下げ書） 

 

第４号様式（浄化槽設置届出書の取り下げについて（通知）） 

 

第５号様式（浄化槽設置の中止について（通知）） 
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第６号様式（浄化槽放流水地下浸透等確認票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェック欄

□

□

□

□

□

確認・計画事項

②土壌浸透速度 cm/分

③排水施設の端から隣地境界までの距離 ｍ

④排水施設の端から建築物までの距離 ｍ

⑥設置場所から30m以内の井戸等の飲料水源 無 ・ 有

⑦地滑り等災害発生のおそれの有無 無 ・ 有

⑧盛土 ・

⑨地下浸透放流に係る規制（市町村の条例等）の確認有無
※地下浸透放流が可能な場所であるかをご自身で市町村へ確
認してください。

無 ・ 有

①地下浸透装置の構造 ・ ・

②浸透面積 ㎡

③流入量及び浸透量 流入量 ㎥/日 ≦ 浸透量 ㎥/日

④浸透不良となった場合の措置

様式第６号　　　　　　　　　　　　　　　　
※本票は「浄化槽設置届又は浄化槽設置計画書」に添付して提出して下さい。

浄化槽放流水地下浸透等確認票　
※地下浸透放流又は蒸発散のどちらかに○を付けてください。

　浄化槽の放流水を（地下浸透放流・蒸発散）したいので、沖縄県浄化槽取扱要綱第５条の３第３項の規定に基づき、下記のとおり提出します。

記

番号 確認項目

■添付書類が揃っているかを確認し、チェック欄にチェックを入れて下さい。

1 蒸発散施設又は地下浸透装置の設置位置図

2 蒸発散施設又は地下浸透装置の規模、構造及び浸透能力を示した資料

3 放流地点における土壌浸透能力を示す資料（地下浸透放流の場合のみ）

4 飲用井戸等確認報告書及び必要に応じ講じる措置を示した資料（様式７号）

5 浄化槽法第11条検査依頼書

■以下確認事項について記入してください。

確認・計画内容

１.設置場所
の状況等

（※蒸発散方
式の場合は①
及び⑥のみを
回答してくだ
さい。）

①公共用水域へ放流できない理由

※該当するもの全てにチェックを入れて下さい。

　　□河川等の公共用水域がない

　　□道路側溝への放流許可が下りない

　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（≧0.042cm/分）（決定根拠は別紙のとおり）

（≧1.5m）

（≧1.5m）

⑤地下水位
地表面から約 ｍ以深（≧1.5m）

排水施設の底面から約 ｍ以深（≧１ｍ）

盛土されていない 盛土後１年以上経過している

２.地下浸透
装置等の概要

（※蒸発散方
式の場合は回
答不要）

浸透枡 トレンチ その他

（決定根拠は別紙のとおり）
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第７号様式（飲用井戸等確認報告書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第７号 

飲用井戸等確認報告書 

 年  月  日 

保健所長 殿 

住所 

氏名            

電話 

 

 

浄化槽の放流水を（地下浸透する・蒸発散する）にあたり、（地下浸透・蒸発散）を予定してい

る地点から半径 30ｍ以内にある民家の井戸等を下記のとおり調査しましたが、飲用井戸等はな

かったことを報告します。 

なお、本申請日以降に、本申請日以前から引き続き使用されている飲用井戸等が発見された場

合には、自己の責任を持って、浄化槽放流水の拡散防止等の対策を講じます。 

 

記 

１. 飲用井戸等の調査結果について 

 

（１）飲用井戸について     （   有   ・   無   ） 

調査結果は以下のとおり。 

 調査対象住宅氏名 所在地 飲用井戸等の有無 備考 

1     

2     

3     

4     

 

 

法人にあっては、所在地、名称及び代表者名 
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様式第７号 

5     

6     

7     

8     

9     

10     

     

     

     

 

 

２.  飲用井戸がある場合の対策について 

※１（１）が「有」の場合は、講じた対策を以下に記載してください。 
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第８号様式（浄化槽等の維持管理に関する誓約書） 

（公共用水域放流・その他用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第８号（公共用水域放流・その他用） 

 

浄化槽等の維持管理に関する誓約書 

  年  月  日 

保健所長 殿 

住 所           

氏 名          

 

私は、浄化槽の放流水を放流するに当たり、下記事項の管理等を徹底するとともに、維持管

理に起因して付近に保健衛生上の支障が生じた場合には、速やかに改善などの対応を行うこと

を誓約いたします。 

記 

１ 浄化槽等についての日常的な使用方法は、十分理解し、遵守いたします。 

２ 浄化槽等の維持管理は、浄化槽法に基づく保守点検、清掃及び法定検査を行い、その結果

について速やかに報告いたします。 

３ 本物件の維持管理上の地位に変動があった場合には、これを承継する者に対し、本誓約に

係る義務についても承継させます。 

 

※以下、放流先をその他とした場合のみ記載 

沖縄県浄化槽取扱要綱第５条の３第２項に基づき放流水の地下浸透放流が原則禁止とされ

ていることを確認し、以下のとおり放流先を選定しましたので、報告いたします。 

放流先（             ） 

選定理由 
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（蒸発散方式用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第８号（蒸発散方式用） 

浄化槽等の維持管理に関する誓約書 

  年  月  日 

保健所長 殿 

住 所           

氏 名          

 

私は、浄化槽の放流水を蒸発散するに当たり、下記事項の管理等を徹底するとともに、維持

管理に起因して付近に保健衛生上の支障が生じた場合には、速やかに改善などの対応を行うこ

とを誓約いたします。 

記 

 

１ 浄化槽及び蒸発散装置についての日常的な使用方法は、十分理解し、遵守いたします。 

２ 浄化槽等の維持管理は、浄化槽法に基づく保守点検、清掃及び法定検査を行い、その結果

について速やかに報告いたします。 

３ 蒸発散装置の能力の低下が生じないよう同装置の清掃、砂利・砂等の交換等の維持管理を

適切に行い、放流水が地表面に湧き出る状況が認められた場合は速やかに必要な措置を行い

ます。 

４ 公共下水道又は水路等の整備により、排水の放流先が確保（接続可能）された場合は、速

やかに蒸発散装置等を廃止し、排水施設に接続するよう努めます。 

５ 本物件の維持管理上の地位に変動があった場合には、これを承継する者に対し、本誓約に

係る義務についても承継させます。 
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（地下浸透放流用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第８号（地下浸透放流用） 

浄化槽等の維持管理に関する誓約書 

  年  月  日 

保健所長 殿 

住 所           

氏 名          

私は、浄化槽の放流水を地下浸透するに当たり、下記事項の管理等を徹底するとともに、維

持管理に起因して付近に保健衛生上の支障が生じた場合には、速やかに改善などの対応を行

うことを誓約いたします。 

記 

 

１ 浄化槽及び地下浸透処理装置についての日常的な使用方法は、十分理解し、遵守いたしま

す。 

２ 浄化槽等の維持管理は、浄化槽法に基づく保守点検、清掃及び法定検査を行い、その結果

について速やかに報告いたします。 

３ 地下浸透処理装置が目詰まり等の浸透能力の低下が生じないよう同装置の清掃、砂利・砂

等の交換等の維持管理を適切に行い、放流水が地表面に湧き出る状況が認められた場合は

速やかに必要な措置を行います。 

４ 公共下水道又は水路等の整備により、排水の放流先が確保（接続可能）された場合は、速

やかに地下浸透装置等を廃止し、排水施設に接続するよう努めます。 

５ 本物件の維持管理上の地位に変動があった場合には、これを承継する者に対し、本誓約に

係る義務についても承継させます。 
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第９号様式（浄化槽の（設置・変更）の計画の改善について（勧告）） 

 

第 10 号様式（浄化槽変更（廃止）命令） 

 

第 11 号様式（浄化槽使用開始報告書） 

 

第 12 号様式（浄化槽維持管理の改善について（勧告）） 

 

第 13 号様式（浄化槽維持管理の改善について（命令）） 

 

第 14 号様式（単独処理浄化槽保守点検票） 

 

第 15 号様式（合併処理浄化槽保守点検票） 

 

第 16 号様式（浄化槽清掃記録票） 

 

第 17 号様式（浄化槽技術管理者変更報告書） 

 

第 18 号様式（浄化槽管理者変更報告書） 

 

 

附 則 

[略] 

第１ この要綱は、令和５年６月１日から施行する。 

 

 

 

第６号様式（浄化槽の（設置・変更）の計画の改善について（勧告）） 

 

第７号様式（浄化槽変更（廃止）命令） 

 

第８号様式（浄化槽使用開始報告書） 

 

第９号様式（浄化槽維持管理の改善について（勧告）） 

 

第 10 号様式（浄化槽維持管理の改善について（命令）） 

 

第 11 号様式（単独処理浄化槽保守点検票） 

 

第 12 号様式（合併処理浄化槽保守点検票） 

 

第 13 号様式（浄化槽清掃記録票） 

 

第 14 号様式（浄化槽技術管理者変更報告書） 

 

第 15 号様式（浄化槽管理者変更報告書） 

 

 

附 則 

[略] 
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別紙 

〈公共用水域以外への放流方法〉 

 

 （蒸発散方式の場合） 

１ 蒸発散施設を設置するための十分な敷地を有すること。 

２ 浄化槽の２次処理後の排水を対象とすること。 

３ 隣地から 3m 以上離れていること。 

４ 構造は次によるものとする。 

(1) 蒸発散槽は、鉄筋コンクリート又はこれと同等以上の耐水材料で造り、か

つ、土圧及び水圧等の荷重に対し安全な構造であること。 

 (2)側盤は、地盤面（ＧＬ）から原則として 10cm 以上立ち上げること。 

 (3)蒸発散槽の表面積（垂直投影面積）は、                

                                                                                                          

           日平均水量 20当たり 1m２以上の必要な面積とする

こと。 

 (4)蒸発散槽の内部構造は、表面積 1m２当たり 20の蒸発散量を確保できる 

構造とすること。 

 (5)蒸発散槽から溢流を防止するため蒸発散と連結した貯留槽を設けること。 

 (6)雨水が浸入しないように、蒸発表面を盛土し、中心から周囲に勾配を設け 

た構造とし、中心部の盛土厚は、地盤面（ＧＬ）から 10cm 以上とすること。 

 

（地下浸透放流の場合） 

１ 処理対象人員が 501 人槽以上の浄化槽の場合にあっては、地下浸透放流

する水質が BOD 10mg/L 以下、全窒素 10mg/L 以下であること。 

２ 地下浸透放流に係る装置については、放流水の流入量（雨水も合せて浸

透させる場合は雨水の流入量も含む）及び土壌の浸透能力を勘案し、放流

水が停滞しない浸透能力を有する装置であること。 

別紙 

〈放流先のない場合の放流水の処理法〉 

 

 （蒸発散方式） 

１ 蒸発散施設を設置するための十分な敷地を有すること。 

２ 浄化槽の２次処理後の排水を対象とすること。 

３ 隣地から 3m 以上離れていること。 

４ 構造は次によるものとする。 

 (1)蒸発散槽は、鉄筋コンクリート又はこれと同等以上の耐水材料で造り、か

つ、土圧及び水圧等の荷重に対し安全な構造であること。 

 (2)側盤は、地盤面（ＧＬ）から原則として 10cm 以上立ち上げること。 

 (3)蒸発散槽の表面積（垂直投影面積）は、一般砂の場合で、単独処理浄化槽

にあっては処理対象人員の一人当たり 2m２以上の必要な面積とし、合併処理

浄化槽にあっては、日平均水量 20当たり 1m２以上の必要な面積とする 

こと。 

 (4)蒸発散槽の内部構造は、表面積 1m２当たり 20の蒸発散量を確保できる

構造とすること。 

 (5)蒸発散槽から溢流を防止するため蒸発散と連結した貯留槽を設けること。 

 (6)雨水が浸入しないように、蒸発表面を盛土し、中心から周囲に勾配を設け

た構造とし、中心部の盛土厚は、地盤面（ＧＬ）から 10cm 以上とすること。 

 

 （地下浸透方式） 

１ BOD10mg/以下、全窒素 10mg/以下の処理能力を有する浄化槽であ

ること。 

２ 地下浸透処理装置が、昭和 55 年建設省告示第 1292 号第５の構造に準ず

ること。 
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３ 単独処理浄化槽（石灰岩地域における単独処理浄化槽を除く。）にあって

は、昭和 55 年建設省告示第 1292 号第５の構造に準ずる地下浸透処理装置

を設置すること。 

４ 浸透放流する箇所の周辺約 30m の範囲内に飲用井戸がある場合は、必要

に応じて浸透放流する箇所を離すなどの地下浸透水の拡散防止対策を講じ

ること。 

 

 

 

 

 

 


